
平成 31 年 3 月

平成 31 年度 平成 40 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

2,220 円 2,346 円

2,220 円 2,341 円

2,220 円 2,341 円

別添２－２

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

適用

かほく市下水道事業経営戦略

平成２年度
（２８年）

石川県かほく市

公共下水道事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

５４６．００人/ｋｍ2

2箇所
（北部浄化センター、南部浄化センター）

無

処 理 区 数
2処理区
（北部処理区、南部処理区）

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

平成9年4月よりMICS事業で下水道汚泥の広域処理施設として河北郡市広域汚泥焼却センターを建設・稼働させております。

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施
する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含
む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成26年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成26年度

平成27年度 平成27年度

平成28年度 平成28年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

基本使用料：   8m3まで    840円（税抜）
超過使用料：　50m3まで   115円（税抜）
　　　　　　　　100m3まで   125円（税抜）
　　　　　　　　   101m3～   135円（税抜）

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

同上

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

公衆浴場汚水：1m3につき   40円（税抜）



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

　実施していません。

　実施済みです。

 イ　指定管理者制度

　実施済みです。

民 間 活 用 の 状 況

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

　平成30年度に策定・公表しました、平成29年度決算「経営比較分析表」を添付しております。

職 員 数 上下水道課は、平成30年度現在8人、業務は水道業務を7人、下水道業務（公共下水道、農業集落排水事業）を1人で実施しています。

維持管理及び料金徴収を民間委託し、上水道係と下水道係を統合して施設係としました。

　バイオガス利用を検討しましたが、費用対効果が図れないと判断しました。

　土地・施設等利用については、現在未検討です。

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。



２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

○財源の目標に関する事項
　一般会計からの繰入を極力減らすため、確実な使用料収納と資本費平準化債の発行を計画しています。

○使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項
　人口減少により今後の使用料収入増は困難ですが、収納率の向上及び水洗化の促進を図ることにより増収するよう計画しております。また、消費税率引き上げ等
を考慮した使用料への改定に関しての検討を予定しております。

○企業債に関する事項
　資本費平準化債（収益的支出に充てた地方債を含む）については過去５ヶ年の起債額を勘案し、発行可能額以内で計画しました。

○繰入金に関する事項
　地方公営企業繰出基準に基づき、雨水処理費及び分流式下水道に要する経費の一部等については基準内繰入で算定し、その他の繰入については基準外で算
定しました。

○民間の活力の活用に関する事項（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制度、PPP/PFIなど）
　現在の委託費用が将来の人口増減を考慮しており、同費用で算出しました。

○職員給与費に関する事項
　職員削減は困難なことから現状維持として平成31年度の予算ベースで算定し、以降は平成31年値を固定としました。

○動力費に関する事項
　包括委託費用としました。

○薬品費に関する事項
　包括委託費用としました。

○修繕費に関する事項
　平成31年度は予算ベースとし、以降はストックマネジメント計画の策定値としました。

○委託費に関する事項
　今後の投資可能額は現状と変更がないため、過去5箇年の平均値としました。

○その他
　平成31年10月予定の消費税率引き上げについては、消費税見合い分を加算して算出しました。

○投資の目標に関する事項
　処理場の統廃合に関する投資及びストックマネジメント計画に従い、継続的な改築・更新を予定しております。

○管渠、処理場等の建設・更新に関する事項
　今後は、施設の安定運用のためストックマネジメント計画に基づき、適切な更新・長寿命化に努めてまいります。

○広域化・共同化・最適化に関する事項
　引き続き、下水道汚泥の広域処理を実施します。

○民間の活力の活用に関する事項（PPP/PFIなど）
　引き続き、包括民間委託等を活用し、維持管理費の事業費削減に努めていきます。

○防災・安全対策に関する事項
　処理場施設の耐震工事を予定しております。

○適切な事業執行
　これまでの建設投資に伴う公債費（元利償還費）の大きな負担や維持管理費から厳しい経営を強いられております。限られた財政の中、適正な事業計画と財政計
画を基に経営を行っております。

○水洗化の促進
　公共用水域の水質保全のため、「水洗便所等改造資金融資あっせん制度」や「水洗便所等改造資金助成交付金制度」を活用し、下水道未接続者への周知に努
めてまいります。

○収入の確保
　財政基盤の強化のため、収入の確保と一般会計との負担区分の適正化を図ります。また、収入の確保のため使用料を確実に収入すると共に、適正な使用料への
改定について検討を進めてまいります。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）
　既に実施済みです。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　進捗管理（モニタリング）を適切に実施し、5年を目途に見直しを行うことでＰＤＣＡサイクルを効果的に実施し、経営
戦略の事後検証及び更新を行っていきます。

職員給与費に関する事項 　事業の重要性や事業内容の変化など必要に応じて職員の増減を検討していきます。

動力費に関する事項 　包括的民間委託等を活用した動力費の抑制を実施済みです。

修繕費に関する事項 　ストックマネジメント計画で計画した修繕工事を実施すべく財源の確保に努めていきます。

委託費に関する事項 　委託業務について、さらなる統合の可能性を検討し、可能であれば経費の削減、効率化に努めていき
ます。

その他の取組 　水洗化促進、収納率向上等の財源確保につながる対策について費用対効果を検証し、取り組んでい
きます。

薬品費に関する事項 　包括的民間委託等を活用した薬品費の抑制を実施済みです。

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組 　特にありません。

　今後、検討していく予定です。

　消費税率引き上げ等を勘案した適切な使用料となるよう、使用料の改定に関する検討を予定しており
ます。使用料の見直しに関する事項

　特にありません。

　実施済みです。

　処理場の統廃合、耐震化及びストックマネジメント計画を勘案しつつ適切に実施していきます。

　汚泥処理のみならず、汚水の広域化の可能性について検討を行っていきます。広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項



公共下水道事業 （単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 421,732 435,090 433,200 431,400 429,600 427,800 426,100 424,400 422,700 421,000 419,300 419,300
(1) 335,367 347,000 345,200 343,400 341,600 339,800 338,100 336,400 334,700 333,000 331,300 331,300
(2) (B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(3) 86,365 88,090 88,000 88,000 88,000 88,000 88,000 88,000 88,000 88,000 88,000 88,000

２． 1,313,651 1,117,946 1,118,280 1,108,139 1,103,264 1,102,791 1,100,055 1,096,467 1,095,029 1,093,421 1,091,432 1,085,122
(1) 888,000 696,000 700,000 700,000 700,000 700,000 700,000 700,000 700,000 700,000 700,000 700,000

888,000 696,000 700,000 700,000 700,000 700,000 700,000 700,000 700,000 700,000 700,000 700,000

(2) 422,942 421,934 418,277 408,136 403,261 402,788 400,052 396,464 395,026 393,418 391,429 385,119
(3) 2,709 12 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3

(C) 1,735,383 1,553,036 1,551,480 1,539,539 1,532,864 1,530,591 1,526,155 1,520,867 1,517,729 1,514,421 1,510,732 1,504,422
１． 1,275,874 1,322,077 1,272,739 1,245,344 1,232,168 1,230,887 1,224,214 1,235,777 1,231,675 1,227,279 1,222,371 1,206,093
(1) 8,332 543 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

4,642 543 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

3,690
(2) 175,133 207,166 196,600 196,600 196,600 196,600 196,600 217,100 217,100 217,100 217,100 217,100

10,846 8,100 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000
90 300 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

164,197 198,766 191,500 191,500 191,500 191,500 191,500 212,000 212,000 212,000 212,000 212,000
(3) 1,092,409 1,114,368 1,076,139 1,048,744 1,035,568 1,034,287 1,027,614 1,018,677 1,014,575 1,010,179 1,005,271 988,993

２． 225,495 203,745 180,139 162,205 144,838 128,278 112,192 96,918 83,093 70,075 59,144 49,868
(1) 221,565 203,744 180,138 162,204 144,837 128,277 112,191 96,917 83,092 70,074 59,143 49,867
(2) 3,930 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

(D) 1,501,369 1,525,822 1,452,878 1,407,549 1,377,006 1,359,165 1,336,406 1,332,695 1,314,768 1,297,354 1,281,515 1,255,961
(E) 234,014 27,214 98,602 131,990 155,858 171,426 189,749 188,172 202,961 217,067 229,217 248,461
(F) 1
(G) 149 300 300 300 300 300 300 300 300 300 300 300
(H) △ 149 △ 299 △ 300 △ 300 △ 300 △ 300 △ 300 △ 300 △ 300 △ 300 △ 300 △ 300

233,865 26,915 98,302 131,690 155,558 171,126 189,449 187,872 202,661 216,767 228,917 248,161
(I) 52,155
(J) 391,142 458,522 595,136 812,524 1,070,598 1,293,414 1,529,821 1,750,236 2,006,750 2,295,522 2,661,966 2,661,966

15,132 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000
(K) 1,277,822 1,183,671 1,127,727 1,099,102 1,103,561 1,103,191 1,077,542 1,057,738 1,035,394 941,880 900,000 900,000

1,020,545 983,671 927,727 899,102 903,561 903,191 877,542 857,738 835,394 741,880 700,000 700,000

256,528 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000
( I )

(A)-(B)
(L)
(M) 421,732 435,090 433,200 431,400 429,600 427,800 426,100 424,400 422,700 421,000 419,300 419,300

(N)
(O)
(P)

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
健全化法第22条により算定した (（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る (（L）/（M）×100)
健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た

う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 資 産
う ち 未 収 金

そ の 他

収

益

的

収

入

う ち 建 設 改 良 費 分

営 業 外 収 益

他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

33年度 34年度

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 手 当
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

35年度

補 助 金

40年度

収 入 計
そ の 他

36年度 37年度 38年度 39年度

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

本年度 32年度



公共下水道事業 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 328,100 370,100 304,700 216,800 214,800 270,400 267,950 266,600 264,700 261,865 260,900 82,500
172,100 195,800 193,800 191,800 189,800 187,900 186,000 184,100 182,200 180,300 178,400

２． 190,000 180,000 180,000 180,000 180,000 180,000 180,000 160,000 160,000 140,000 140,000
３．
４．
５．
６． 169,787 205,550 126,200 25,000 25,000 75,000 74,500 105,500 75,000 74,150 75,000 75,000
７．
８． 16,024 11,500 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000
９．

(A) 513,911 777,150 620,900 431,800 429,800 535,400 532,450 562,100 509,700 506,015 485,900 307,500
(B)
(C) 513,911 777,150 620,900 431,800 429,800 535,400 532,450 562,100 509,700 506,015 485,900 307,500

１． 349,694 408,573 254,400 54,400 54,400 204,400 203,400 265,400 204,400 202,700 204,400 204,400
11,617 4,048 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

２． 1,042,087 1,020,546 983,671 934,649 898,384 891,340 875,126 839,366 810,374 780,362 836,854 606,655
３．
４．
５．

(D) 1,391,781 1,429,119 1,238,071 989,049 952,784 1,095,740 1,078,526 1,104,766 1,014,774 983,062 1,041,254 811,055
(E) 877,870 651,969 617,171 557,249 522,984 560,340 546,076 542,666 505,074 477,047 555,354 503,555

１． 669,670 638,082 608,712 556,109 521,844 551,792 537,565 531,859 496,526 468,562 546,806 495,007
２． 187,842 0
３．
４． 20,358 13,887 8,459 1,140 1,140 8,548 8,511 10,807 8,548 8,485 8,548 8,548

(F) 877,870 651,969 617,171 557,249 522,984 560,340 546,076 542,666 505,074 477,047 555,354 503,555
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G)
(H) 11,720,279 11,069,833 10,390,862 9,679,935 8,995,633 8,362,472 7,727,231 7,116,289 6,523,251 5,949,722 5,468,742 5,468,742

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

974,000 784,000 788,000 788,000 788,000 788,000 788,000 788,000 788,000 788,000 788,000 788,000
512,045 480,000 480,000 480,000 480,000 480,000 480,000 480,000 480,000 480,000 480,000 480,000
461,955 304,000 308,000 308,000 308,000 308,000 308,000 308,000 308,000 308,000 308,000 308,000

0 190,000 180,000 180,000 180,000 180,000 180,000 180,000 160,000 160,000 140,000 140,000
0 0

190,000 180,000 180,000 180,000 180,000 180,000 180,000 160,000 160,000 140,000 140,000
974,000 974,000 968,000 968,000 968,000 968,000 968,000 968,000 948,000 948,000 928,000 928,000

38年度

他 会 計 負 担 金
他 会 計 借 入 金
国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

う ち 資 本 費 平 準 化 債
他 会 計 出 資 金
他 会 計 補 助 金

39年度

企 業 債

34年度 35年度

他 会 計 へ の 支 出 金

固 定 資 産 売 却 代 金
工 事 負 担 金

計
(A)のうち翌年度へ繰り越さ

純 計 (A)-(B)

そ の 他

32年度 33年度 36年度 37年度

資

本

的

収

入

そ の 他
計

資本的収入額が資本的支出額に
補

て

ん

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金
利 益 剰 余 金 処 分 額
繰 越 工 事 資 金
そ の 他

計

資

本

的

収

支

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費
う ち 職 員 給 与 費
企 業 債 償 還 金
他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

37年度

補 填 財 源 不 足 額 (E)-(F)
他 会 計 借 入 金 残 高
企 業 債 残 高

う ち 基 準 内 繰 入 金
う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

40年度

40年度38年度 39年度

収 益 的 収 支 分
う ち 基 準 内 繰 入 金
う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

32年度 33年度 34年度 35年度 36年度



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成29年度全国平均

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。
※　平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、企業債残高対事業規模比率、管渠老朽化率及び管渠改善率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

　処理施設更新計画や機械設備の更新のため、これ
から更なる費用増大が見込まれているが、企業債償
還についてはピークを過ぎ、企業債残高については
減少していくものと思われる。今後は長期的計画の
内容精査を行い、経費回収率の向上のために使用料
改定を視野に入れ、財源確保に努める必要がある。
　今後は、下水道設備全体に関してストックマネジ
メント計画を策定し、施設の統廃合や老朽化対策な
ど投資計画の見直しを行い、より一層の経営改善を
図りたい。

「施設全体の減価償却の状況」 「管渠の経年化の状況」 「管渠の更新投資・老朽化対策の実施状況」

2. 老朽化の状況について

　現在のところ耐用年数を超過したものはないが、
管渠についてはカメラ調査による診断などを行い適
正管理を行っている。管渠改善率について平均値を
下回っているが、これは現在当市が施設の更新を主
に進めているためであると考えられる。
　また、施設については「かほく市下水道長寿命化
計画」に基づき順次工事を実施しており、老朽化対
策および施設利用率の向上を図ることを計画してい
る。
　なお、工事については国庫補助金などの他の財源
確保にも努めている。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「使用料対象の捕捉」

2. 老朽化の状況

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

　経常収支比率については黒字を示す100％以上と
なっているが、一般会計からの繰入金が多く使用料
以外の収入に依存している状況である。経費回収率
も平均に比べて低く、今後はより一層の汚水処理費
の削減及び料金収入の見直しが必要となる。また、
流動比率についても低い数値であり、現金不足分を
繰入金収入に頼っている状況である。
　事業実施の際は、国庫補助金等の財源確保に努め
ているが、不足分については一般会計からの繰入金
により経営安定を図っている状況である。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

処理区域内人口密度(人/km
2
) －

- 62.40 85.96 85.16 2,397 30,241 14.12 2,141.71 【】

64.44 546.00 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km

2
)

法適用 下水道事業 公共下水道 Bd2 非設置 35,184

経営比較分析表（平成29年度決算）
石川県　かほく市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.02

0.04

0.06

0.08

0.10

0.12

0.14

0.16

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 - 0.01 0.00 0.00 0.00

平均値 - 0.03 0.15 0.01 0.11

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 - 104.39 108.02 110.22 115.59

平均値 - 108.69 110.80 105.73 108.38

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 - 3.28 6.56 9.48 12.56

平均値 - 21.09 22.60 14.26 15.21

0.00

0.01

0.02

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 - 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 - 0.00 0.00 0.01 0.01

①経常収支比率(％)

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 - 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 - 29.24 31.45 14.68 12.78

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 - 14.27 12.08 12.12 30.61

平均値 - 68.51 70.16 50.78 57.48

0.00

500.00

1,000.00

1,500.00

2,000.00

2,500.00

3,000.00

3,500.00

4,000.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 - 3,586.74 2,858.78 2,259.15 2,002.76

平均値 - 1,203.71 1,162.36 1,053.93 1,046.25

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 - 33.16 43.30 56.99 65.61

平均値 - 69.74 68.21 85.23 88.37

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 - 353.81 270.41 205.42 178.91

平均値 - 248.89 250.84 185.70 178.11

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 - 53.58 54.14 53.70 55.04

平均値 - 49.89 49.39 61.03 59.55

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

H25 H26 H27 H28 H29

当該値 - 90.47 91.29 91.36 92.02

平均値 - 84.73 83.96 86.83 87.14

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【108.80】 【4.27】 【66.41】 【707.33】

【95.06】【60.13】【136.39】【101.26】

【38.13】 【5.37】 【0.23】


